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１．はじめに 

環境省の一般統計調査である「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験
調査」は、住⺠基本台帳からの無作為抽出による調査（以下、「調査員調査」）と、インターネット
調査会社の調査モニターからの抽出による調査（以下、「IM 調査」）を組み合わせた混合モードに
よる調査として実施された。 
 本報告では、調査員調査と IM 調査を統合した集計方法の検討結果を報告する。 
２．分析 

調査世帯をそのまま集計した結果では、調査員調査は IM 調査に比べ高齢の単身世帯が多く、
また調査員調査では⼾建て住宅に住む世帯が多い傾向がみられた（図 1）。 

調査員調査と IM 調査の各調査世帯に基づいて別々に⺟集団推定を実施すると、主要な目的変
数である年間エネルギー消費量（電気、ガス、灯油消費量の合計）に 20%程度のかい離が見られ
たが、2 つの標本における属性の差異を補正することで 10〜14%程度までかい離が縮小すること
を確認した（図 2）。 

次に、調査員調査と IM 調査のそれぞれから得られた推定値を統合して集計するために、複数
の方法について検討した。検討の詳細は当日報告する。 

   
図 1．各調査モードの属性の特徴（左図：世帯類型別世帯数構成比、右図：建て方別世帯数構成比） 

 
図 2．調査モード別推定方法別エネルギー種別消費量 

謝辞 

本報告は環境省の委託業務「平成 27 年度家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握委託業務」及び「平成 28
年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務」の公表資料を用いて作成したものである。調査に当たって
ご助言頂いた有識者検討会委員並びに関係各位に記して感謝の意を表する。 
参考文献 

平成 27 年度家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握委託業務報告書，（株）インテージ、（株）住環境計画研究所  
平成 28 年度家庭部門の CO2 排出実態統計調査事業委託業務報告書，（株）インテージ、（株）住環境計画研究所 

10%

5%

9%

4%

16%

22%

17%

11%

10%

4%

11%

10%

11%

7%

25%

27%

37%

23%

23%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査員調査

IM調査

国勢調査2010

単身・高齢 単身・若中年 夫婦・高齢
夫婦・若中年 夫婦と子・高齢 夫婦と子・若中年
親子 その他 不明

77%

60%

56%

23%

40%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査員調査

IM調査

国勢調査2010

⼾建 集合

19.5 17.1 18.8 16.3 16.2 15.5 15.4 15.1 

8.4 
6.5 

11.3 

8.5 10.0 
7.7 9.2 7.5 

3.7 

3.1 

3.3 

2.7 
3.1 

2.6 
3.2 

2.6 

11.0 

7.5 

8.3 

5.6 
6.7 

5.3 
6.3 

5.4 

42.6 

34.2 

41.6 

33.1 
36.0 

31.1 
34.2 

30.6 

0

10

20

30

40

50

調査員調査 IM調査 調査員調査 IM調査 調査員調査 IM調査 調査員調査 IM調査

調査世帯を
そのまま集計

抽出率に基づく
⺟集団推定

事後層化による
⺟集団推定

レイキングによる
⺟集団推定

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

[G
J/
（
世
帯
・
年
）

]

電気 都市ガス LPガス 灯油


